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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第13期

中間連結会計期間
第14期

中間連結会計期間
第13期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上収益 (百万円) 6,979 9,917 15,580

税引前中間(当期)利益 (百万円) 1,231 1,539 2,146

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 798 960 1,456

中間(当期)利益 (百万円) 853 958 1,530

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 817 763 1,475

中間(当期)包括利益 (百万円) 872 761 1,549

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 4,049 7,641 6,752

総資産額 (百万円) 14,130 19,125 16,235

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 68.87 72.69 118.23

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) 65.81 70.92 113.99

親会社所有者帰属持分比率 (％) 28.7 40.0 41.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 777 1,892 1,031

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △156 △3,195 △2,144

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 420 1,434 1,037

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 4,914 3,929 3,797
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際財務報告基準(IFRS)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいてお

ります。

３．第14期において一部連結子会社を非継続事業に分類しております。これにより、第13期、第14期の売上収

益、税引前中間（当期）利益は非継続事業を除いた継続事業の金額を表示しております。詳細は「要約中間

連結財務諸表注記 10．非継続事業」をご覧下さい。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（子会社株式の取得）

当社は、2024年１月31日開催の取締役会において、「楽天みん就」（みんなの就職活動日記）事業（以下「み

ん就事業」といいます。）に関する資産、債務、契約その他の権利義務を吸収分割により楽天グループ株式会社

が新設する会社に承継させたうえで、同社の発行済株式の全部を取得し、完全子会社とすることを決議しまし

た。当該決議に基づき2024年１月31日付で株式譲渡契約を締結し、2024年４月１日付で同社の株式を取得いたし

ました。

 
（子会社株式の売却）

当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ドアーズの全株式をニフ

ティライフスタイル株式会社に売却することを決議しました。当該決議に基づき同日付で株式譲渡契約を締結

し、2024年５月31日付で同社の株式を譲渡いたしました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、2024年５月31日付で当社の連結子会社である株式会社ドアーズの全株式をニフティライフスタイル株式会社

に譲渡したため、当該事業を非継続事業に分類しております。これに伴い、前中間連結会計期間の売上収益及び営業

利益については、非継続事業を除いた継続事業の金額に組み替えて比較・分析を行っております。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間おけるわが国経済は、インバウンド需要の回復や雇用・所得環境の改善が進む一方で、歴

史的な円安や日銀の利上げ、物価上昇などに加え、不安定な国際情勢を背景とする原材料・エネルギー価格の高

騰など、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

当社グループの主要市場の一つである新卒採用支援市場においては、企業の新卒・若手人材に対する採用意欲

の回復や採用活動の早期化・長期化により2024年度の市場規模は1,460億円（前期比105.3％※矢野経済研究所

「新卒採用支援サービス市場に関する調査（2024年）」）と、2020年のコロナ禍以前を上回る市場規模へと拡大

を続けております。また、今後においても、企業における若手人材の需要の高まりにより新卒及び若年層採用支

援サービスは拡大基調であると推測しております。

また、もう一つの主要市場であるエネルギー業界を取り巻く環境においては、2023年６月からの旧一般電気事

業者の従量料金値上げ影響に伴った新電力事業者の電気料金値上げや市場連動型の価格プランの導入、ユーザー

への適切な価格転嫁等、価格変動によるリスクヘッジが従来よりも可能な状態となっております。さらに卸電力

市場の価格の落ち着き（正常化）もあり、電力・ガス事業者による、円安や資源価格の高騰を起因とした新規顧

客獲得抑制は大きく緩和され、電力・ガス事業者の新規顧客獲得需要の改善が見られております。今後において

も当社の電力・ガス成約支援サービスへの需要は拡大基調になっていくものと推測しております。

このような環境の中、当社グループにおいては、「社会的負債を、次世代の可能性に。」をパーパスに掲げ、

WEBマーケティング×セールスの融合で、企業の経営課題を成果報酬型で解決する成約支援事業を展開しておりま

す。

人材領域では、新卒採用企業向けの人材紹介サービスや、人材会社向けのアライアンスサービスを提供してお

ります。国内最大級の就活ノウハウ情報プロダクト「キャリアパーク！」や、国内最大級就活生向け企業口コミ

情報プロダクト「就活会議」、就活生同士のコミュニティサイト「みん就」等を運営し、新卒層の75％以上が当

社グループの会員となっております。

 エネルギー領域では、電力・ガス事業者の販促活動や業務支援サービスを提供しており、年間約50万件以上の成

約支援を行っております。

各事業において当中間連結会計期間では以下の取組みを進めてまいりました。なお、外壁リフォームの成約支

援事業を展開する株式会社ドアーズの全株式を2024年５月末に譲渡したことに伴い、当中間連結会計期間より連

結子会社から除外しております。また、人材領域・エネルギー領域を当社グループの主力事業としたうえで、現

在の事業実態をより適切に示すために事業区分の名称変更及び区分変更を行っております。

人材領域では、企業の新卒採用意欲の本格的な回復や企業における人材採用競争の激化等、外部環境が良好な

状況において、アライアンス事業・人材紹介事業ともに想定以上の就職活動の早期化の影響を受けながらも、新

卒層の約75％が会員となる強固な会員基盤を元に、当中間連結会計期間よりみん就株式会社の連結やキャリアア

ドバイザーの増員、地方拠点の拡大等による成約件数の増加や成約単価の上昇等により前中間連結会計期間比で

増収増益を達成いたしました。
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エネルギー領域では、電力・ガス事業者の新規顧客獲得需要の増加や成約単価の回復が見られる状況下におい

て、前中間連結会計期間より株式会社Five Lineが加わり国内最大規模の電力・ガス等の成約支援事業者となって

おります。M&Aのシナジー効果による市場でのプレゼンス向上も図られ、成約件数・成約単価ともに拡大し、ス

トック収益への切替による積極的な将来収益の積み上げを行いながらも、前連結会計年度に計画以上に積み上げ

た将来収益が安定的にストック収益計上されることで事業利益に寄与し、前中間連結会計期間比で大幅な増収増

益を達成いたしました。

こうした施策の成果もあり、人材領域・エネルギー領域の大幅な事業成長に加え、当中間連結会計期間では、

「ネットビジョンアカデミー」の事業譲渡による譲渡益が発生したことも含め、売上収益9,917百万円（前中間連

結会計期間比42.1％増）、営業利益1,567百万円（前中間連結会計期間比24.2％増）、親会社の所有者に帰属する

中間利益960百万円（前中間連結会計期間比20.3％増）と大幅な増収増益となりました。

なお、当社グループの事業セグメントは成約支援事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

 
（資産）

当中間連結会計期間における流動資産は7,787百万円となり、前連結会計年度末に比べ434百万円増加しまし

た。これは主に、その他の金融資産が1,133百万円増加した一方、営業債権及びその他の債権が778百万円減少

したことによるものであります。

非流動資産は、11,337百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,455百万円増加しました。これは主にのれん

が957百万円、無形資産が653百万円、その他の金融資産が522百万円増加したことによるものであります。

この結果、資産合計は、19,125百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,889百万円増加しました。

 
(負債)

当中間連結会計期間における流動負債は4,876百万円となり、前連結会計年度末に比べ425百万円増加しまし

た。これは主に社債及び借入金が186百万円、返金負債が106百万円、その他の流動負債が82百万円増加したこ

とによるものであります。

非流動負債は6,608百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,576百万円増加しました。これは主に社債及び

借入金が1,244百万円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は、11,485百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,002百万円増加しました。

 
(資本)

当中間連結会計期間における資本合計は7,640百万円となり、前連結会計年度末に比べ887百万円増加しまし

た。これは主に、中間利益958百万円の計上によるものであります。

この結果、親会社所有者帰属持分比率は、40.0％(前連結会計年度末は41.6％)となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ131百万

円増加し、3,929百万円（前中間連結会計期間比984百万円減）となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は1,892百万円（前中間連結会計期間比1,115百万円増）となりました。これは

主に、税引前中間利益1,539百万円の計上、営業債権及びその他の債権の増減額772百万円、及び法人所得税等

の支払額△393百万円によるものであります。

 
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果支出した資金は3,195百万円（前中間連結会計期間比3,039百万円増）となりました。これは

主に、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出2,280百万円、貸付けによる支出1,140百万円、無形

資産の取得による支出710百万円、及び連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入1,374百万円等に

よるものであります。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は1,434百万円（前中間連結会計期間比1,014百万円増）となりました。これは

主に、長期借入れによる収入2,720百万円、及び長期借入金の返済による支出1,238百万円等によるものであり

ます。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(5）従業員数

当中間連結会計期間において、主として業容の拡大に伴う新卒採用等により従業員数が大幅に増加し、662人と

なりました。なお、従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数を含んでおりません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 42,908,600

計 42,908,600
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,984,090 13,984,090

東京証券取引所
（グロース）
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ）

単元株式数は100株であります。

計 13,984,090 13,984,090 ― ―
 

(注)　提出日現在発行数には、2024年11月１日から本半期報告書提出までの新株予約権の行使により発行された株式

数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

第11回新株予約権(2024年３月26日取締役会決議)

 

決議年月日 2024年３月26日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社取締役　　２
当社従業員　　６
子会社取締役　３
子会社従業員　１

新株予約権の数(個) 4,826　(注)２

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数(株) 普通株式　482,600　(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,099　(注)３

新株予約権の行使期間 自　2030年５月15日　至　2038年５月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　2,100
資本組入額　1,050

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けな
ければならない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６
 

(注) １．新株予約権証券の発行時(2024年４月18日)における内容を記載しております。なお、提出日の前月末(2024

年10月31日)現在において、これらの事項に変更はありません。

２．本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場合その他これら
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の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を

行うことができるものとする。

３．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額
×　

１

分割（または併合）の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分または合併、会社分割、株式

交換及び株式交付による新株の発行及び自己株式の交付の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

     既発行

株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株あたり

払込金額

 調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株あたりの時価

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換もしくは株式交付を行う

場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に

行使価額の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、下記（a）及び（b）で指定さ

れたいずれかの事業年度における当社の決算短信に記載されたEBITDAが、一度でも100億円を超過した場

合に限り、各新株予約権者に割り当てられた新株予約権のうち当該各号に掲げる割合（以下、「行使可

能割合」という。）を限度として行使することができる。

(a) 2030年３月期から2033年３月期まで　行使可能割合100％

(b) 2034年３月期から2036年３月期まで　行使可能割合70％

なお、EBITDAは、2024年３月期より適用予定の算式（EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋固定資産除却損

及び評価損益＋株式報酬費用）により判定するものとする。

また、当該EBITDAの判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企

業買収等の事象が発生し、損益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）の数値

を直接参照することが適切ではないと当社取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で別途

参照すべき指標を取締役会が定めることができるものとする。また、国際財務報告基準の適用等により

参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会が定めるものと

する。

行使可能割合の計算において、各新株予約権者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じ

る場合は、これを切り捨てた数とする。

②　新株予約権者は、割当日から2029年９月１日までの期間において、継続して当社または当社関係会社の

取締役、監査役または従業員（アルバイト、パートタイマー及び契約社員を含む。以下同じ。）である

ことを要し、かつ割当日と同等以上の職位を有していなければならない。ただし、任期満了による退

任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

2029年９月２日から行使期間終期までの期間においては、新株予約権者は、新株予約権の権利行使時に

おいても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要しないものとする。

ただし、新株予約権者が解任及び懲戒解雇等により退職するなど、本新株予約権を保有することが適切

でないと取締役会が判断した場合には、本新株予約権を行使できないものとする。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する

こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画について株主総

会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役

会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記(注)４に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなくなった当該新株

予約権を無償で取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記(注)２に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記(注)３で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記(注)６．（３）に

従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

上記表に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記表に定め

る行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記表に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記(注)４に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

上記(注)５に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年４月１日～
2024年９月30日(注)

普通株式
168,000

普通株式
13,984,090

108 2,532 107 2,472

 

(注) 新株予約権の行使によるものであります。

 
(5) 【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

春日　博文 東京都新宿区 4,174 31.53

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 1,011 7.64

丸山　侑佑 長野県諏訪郡 549 4.15

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC
ISG (FE-AC)
(常任代理人　株式会社三菱UFJ銀
行)

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　決済
事業部)

398 3.01

NOMURA PB NOMINEES LIMITED
OMNIBUS-MARGIN (CASHPB)
(常任代理人　野村證券株式会社)

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB, UNITED
KINGDOM
(東京都中央区日本橋１丁目13－１)

310 2.34

新沼　吾史 東京都中野区 303 2.29

株式会社チェンジホールディング
ス

東京都港区虎ノ門３丁目17－１　TOKYU REIT
虎ノ門ビル６階

269 2.03

西村　裕二 東京都渋谷区 212 1.60

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン
ターシティAIR

170 1.29

ａｕカブコム証券株式会社
東京都千代田区霞が関３丁目２番５号　霞が
関ビルディング24階

157 1.19

計 ― 7,555 57.06
 

(注) 当社は、自己株式を744千株保有しておりますが、上記大株主から除外しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

744,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

13,233,300
 

132,333 ―

単元未満株式
普通株式

6,690
 

― ―

発行済株式総数
普通株式

13,984,090
― ―

総株主の議決権 ― 132,333 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式３株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2024年９月30日現在

所有者の氏名
 又は名称

所有者の住所
自己名義

 所有株式数
 (株)

他人名義
 所有株式数

 (株)

所有株式数
 の合計
 (株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）
 ポート株式会社

東京都新宿区北新宿
二丁目21番１号

744,100 － 744,100 5.32

計 ― 744,100 － 744,100 5.32
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

ポート株式会社(E34537)

半期報告書

11/35



第４ 【経理の状況】

 

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS第

34号」という。)に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる期中レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第13期連結会計年度　　　東陽監査法人

第14期中間連結会計期間　監査法人アヴァンティア
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  3,797  3,929

営業債権及びその他の債権  3,133  2,354

その他の金融資産 ９ 14  1,149

その他の流動資産  406  353

流動資産合計  7,353  7,787

     

非流動資産     

有形固定資産  955  1,042

使用権資産  811  1,009

のれん  3,995  4,952

無形資産  1,152  1,806

その他の金融資産 ９ 1,543  2,066

繰延税金資産  84  101

その他の非流動資産  339  357

非流動資産合計  8,882  11,337

資産合計  16,235  19,125
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2024年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  146  158

社債及び借入金 ９ 1,462  1,648

引当金  -  20

その他の金融負債 ９ 1,660  1,512

未払法人所得税等  409  476

契約負債 ７ 27  78

リース負債  222  270

返金負債 ７ 69  175

その他の流動負債  452  535

流動負債合計  4,451  4,876

     

非流動負債     

社債及び借入金 ９ 3,858  5,103

引当金  243  261

リース負債  639  807

繰延税金負債  221  374

その他の金融負債  68  61

非流動負債合計  5,031  6,608

負債合計  9,482  11,485

     

資本     

資本金  2,323  2,405

資本剰余金  1,378  1,449

利益剰余金  3,662  4,596

自己株式  △594  △594

その他の資本の構成要素  △18  △215

親会社の所有者に帰属する持分合計  6,752  7,641

非支配持分  0  △1

資本合計  6,752  7,640

負債及び資本合計  16,235  19,125
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

継続事業     

売上収益 ７ 6,979  9,917

売上原価  1,338  1,569

売上総利益  5,640  8,348

販売費及び一般管理費  4,570  7,020

その他の収益  225  276

その他の費用  33  37

営業利益  1,262  1,567

金融収益  0  6

金融費用  31  34

税引前中間利益  1,231  1,539

法人所得税費用  471  590

継続事業からの中間利益  760  949

     

非継続事業     

非継続事業からの中間利益 10 93  8

中間利益  853  958
     

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  798  960

非支配持分  55  △2

中間利益  853  958
     

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益     

継続事業  60.80  72.02

非継続事業  8.07  0.67

基本的１株当たり中間利益（円） ８ 68.87  72.69

     

希薄化後１株当たり中間利益     

継続事業  58.11  70.27

非継続事業  7.71  0.65

希薄化後１株当たり中間利益（円） ８ 65.81  70.92
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【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

中間利益  853  958

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する資本性金融資産

 18  △196

その他の包括利益合計  18  △196

中間包括利益  872  761
     

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  817  763

非支配持分  55  △2

中間包括利益  872  761
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式

その他の資本の構成要素
親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する資本性
金融資産

その他の
資本の
構成要素
合計

2023年４月１日時点
の残高

 944 941 2,193 △800 △37 △37 3,242 776 4,019

中間利益（△は損
失）

 - - 798 - - - 798 55 853

その他の包括利益  - - - - 18 18 18 - 18

中間包括利益合計  - - 798 - 18 18 817 55 872

新株の発行  235 225 - - - - 461 - 461

新株予約権の発行  - 4 - - - - 4 - 4

新株予約権の失効  - - - - - - - - -

自己株式の取得  - - - △0 - - △0 - △0

自己株式の処分  - 422 - 205 - - 628 - 628

剰余金の配当  - - - - - - - - -

連結範囲の変動  - △1,110 - - - - △1,110 △791 △1,902

その他の包括利益累
計額から利益剰余金
への振替

 - - 6 - - - 6 - 6

所有者との取引額合計  235 △458 6 205 - - △10 △791 △801

2023年９月30日時点
の残高

 1,180 483 2,999 △594 △19 △19 4,049 40 4,089
 

 
当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

(単位：百万円)

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式

その他の資本の構成要素
親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する資本性
金融資産

その他の
資本の
構成要素
合計

2024年４月１日時点
の残高

 2,323 1,378 3,662 △594 △18 △18 6,752 0 6,752

中間利益（△は損
失）

 - - 960 - - - 960 △2 958

その他の包括利益  - - - - △196 △196 △196 - △196

中間包括利益合計  - - 960 - △196 △196 763 △2 761

新株の発行  81 70 - - - - 151 - 151

新株予約権の発行  - 0 - - - - 0 - 0

新株予約権の失効  - △0 - - - - △0 - △0

自己株式の取得  - - - - - - - - -

自己株式の処分  - - - - - - - - -

剰余金の配当  - - △26 - - - △26 - △26

連結範囲の変動  - - - - - - - - -

その他の包括利益累
計額から利益剰余金
への振替

 - - 0 - - - 0 - 0

所有者との取引額合計  81 70 △26 - - - 125 - 125

2024年９月30日時点
の残高

 2,405 1,449 4,596 △594 △215 △215 7,641 △1 7,640
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     
税引前中間利益  1,231  1,539

非継続事業からの税引前中間利益 10 132  56

減価償却費及び償却費  198  327

金融収益及び金融費用  31  33

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

 △305  772

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

 △31  △165

その他  △236  △238

小計  1,022  2,326

利息の支払額  △29  △39

法人所得税等の支払額  △214  △393

営業活動によるキャッシュ・フロー  777  1,892

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △88  △120

無形資産の取得による支出  △95  △710

貸付けによる支出  -  △1,140

投資有価証券の取得による支出  △144  △577

投資有価証券の売却による収入  66  -

事業譲渡による収入  -  250

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

６ △65  △2,280

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

６ 245  1,374

敷金の預入による支出  △50  -

その他  △23  8

投資活動によるキャッシュ・フロー  △156  △3,195

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入  -  100

短期借入金の返済による支出  -  △47

長期借入れによる収入  2,340  2,720

長期借入金の返済による支出  △628  △1,238

リース負債の返済による支出  △91  △123

自己株式の取得による支出  △0  -

配当金の支払額  -  △26

社債の償還による支出  △101  △101

新株予約権の行使による株式の発行による収入  467  151

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

６ △1,571  -

その他  4  0

財務活動によるキャッシュ・フロー  420  1,434

現金及び現金同等物の増加額  1,041  131

現金及び現金同等物の期首残高  3,872  3,797

現金及び現金同等物の中間期末残高  4,914  3,929
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

ポート株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社です。登記上の本社の住所は、当社ウェブサ

イト（https://www.theport.jp/）で開示しております。当社の当中間期の要約中間連結財務諸表は、当社及びその子

会社（以下、「当社グループ」という。）から構成されています。

当社グループは、「社会的負債を、次世代の可能性に。」をパーパスに掲げ、テクノロジー×リアルのアプローチ

により社会課題を解決していくことを目指し、人材採用、販促における成約支援事業を展開しております。

 
２．作成の基礎

(1) 要約中間連結財務諸表がIFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定

会社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

本要約中間連結財務諸表は、2024年11月13日に取締役会によって承認されております。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約中間連結財務諸表は、注記「３．重要性がある会計方針」にて別途記載している場合を除

き、取得原価を基礎として作成しております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円（百万円単位、単位未満切捨て）で表示

しております。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループが本要約中間連結財務諸表において適用する会計方針は、2024年３月31日に終了する連結会計年度に

係る連結財務諸表において適用した会計方針と同様であります。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を用いて算定しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

当社グループは、要約中間連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告

額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び利

用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基

づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性が

あります。見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響は、当

該見積りを見直した期間及び将来の期間において認識しております。

本要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、2024年３月31日に終了する連結

会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。

 
５．セグメント情報

報告セグメントの概要

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　なお、当社グループは、成約支援事業の単一セグメントであります。サービスごとの外部顧客に対する売上収益

は、注記「７．売上収益」に記載しております。
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６．企業結合及び非支配持分の取得

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

（取得による企業結合）

(1) 被取得企業の名称及び説明

被取得企業の名称：株式会社Five Line及び株式会社ADVANX

被取得企業の事業の内容：ユーザー向け電気ガス比較サービス他

 
(2) 取得日

2023年７月３日

 
(3) 取得した議決権付資本持分の割合

 株式会社Five Line 株式会社ADVANX

取得日直前に所有していた議決権比率 0.0 ％ 0.0 ％

取得日に追加取得した議決権比率 60.0 ％ 100 ％

取得後の議決権比率 60.0 ％ 100 ％
 

 
(4) 企業結合の主な理由

電力・ガス事業者への当社グループとしての成約支援総数が大幅に増加し、エネルギー領域におけるプレゼ

ンスが高まることや、価格交渉力においても優位性が生まれることで、さらなるWebマーケティング、パート

ナー戦略が推進され、ユーザー集客数の増加を見込んでおります。また、株式会社Five Lineは電力のみの成約

でなく、ガス等の付帯率が高いことや、各サービスにおけるストック収益も大きく積み上げており、当社グ

ループのストック収益強化においても大きな貢献が期待できるためであります。

 
(5) 被取得企業の支配を獲得した方法

株式取得

 
(6) 取得対価、取得資産及び引受負債の公正価値及び非支配持分

2023年７月３日現在

 (単位：百万円)

取得対価の公正価値  

現金 340

自己株式処分 266

取得対価合計 606

取得資産及び引受負債の公正価値  

流動資産 323

非流動資産 51

資産合計 375

流動負債 94

非流動負債 236

負債合計 331

取得資産及び引受負債の公正価値(純額) 43

非支配持分 30

のれん 593
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取得対価は、支配獲得日における公正価値を基礎として、取得した資産に配分しております。

取得した資産及び負債の公正価値は、第三者によるデュー・デリジェンスを通じて精査した財務・財産の状

況及び企業価値等を総合的に勘案のうえ、算定しております。

非支配持分は、取得日における被取得企業の識別可能純資産額に、非支配株主の持分比率を乗じて測定して

おります。

のれんの主な内容は、将来の超過収益力の合理的な見積りのうち、個別の資産として認識されなかったもの

であります。認識されたのれんは税法上、損金算入できないものであります。なお、のれんの金額は、当中間

連結会計期間において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

 
(7) 企業結合により認識した無形資産の耐用年数

現時点では確定しておりません。

 
(8) 取得した債権の公正価値

営業債権及びその他の債権の公正価値は概ね帳簿価額と同額であります。

 
(9) 要約中間連結損益計算書に認識されている取得日以降の被取得企業の売上収益及び中間利益

売上収益 432百万円

中間利益 26百万円
 

 
(10) 取得日が当中間連結会計期間の期首であったとした場合の結合後企業の当中間連結会計期間における売上収

益及び中間利益

売上収益 705百万円

中間利益 55百万円
 

(注) 当該金額については、監査証明を受けておりません。

 
(11) 取得関連コスト

15百万円(要約中間連結損益計算書の販売費及び一般管理費に含まれております。)

 
(12) 取得に伴うキャッシュ・フロー

 (単位：百万円)

 金額

取得により支出した現金及び現金同等物 340

取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 274

子会社の取得による支出 65
 

 
（非支配持分の取得に伴う親会社の所有持分の変動）

当社は、当社グループのエネルギー事業のより一層の強化・拡大を図るため、2023年７月３日付で株式会社INEの

非支配株主が保有する普通株式の49.09％を追加取得しました。この結果、当社の同社に対する議決権比率は

50.91％から100％に増加しました。

追加取得の対価1,932百万円（現金1,571百万円及び当社自己株式処分361百万円）と、追加取得に際して減少した

非支配持分の帳簿価額823百万円との差額である1,109百万円を資本剰余金の減少として処理しております。
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（子会社の売却）

(1) 支配喪失の概要

当社は、2023年６月30日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるポートエンジニアリング株式会

社（以下「ポートエンジニアリング」といいます。）の全株式を、株式会社ココナラに譲渡すること（以下

「本株式譲渡」といいます。）を決議し、同日付で株式譲渡契約を締結しております。

なお、ポートエンジニアリングの株式譲渡は、2023年７月３日に完了しており、同社に対する支配を喪失し

ております。

 
(2) 支配喪失日現在の資産及び負債の主な内訳

 (単位：百万円)

 金額

支配喪失時の資産の内訳  

流動資産 155

非流動資産 0

資産合計 155

流動負債 91

非流動負債 －

負債合計 91
 

 
(3) 支配喪失に伴うキャッシュ・フロー

 (単位：百万円)

 金額

現金による受取対価 250

支配喪失時の資産のうち、現金及び現金同等物 4

子会社の売却による収入 245
 

 
(4) 当該子会社の概要

ポートエンジニアリングに対する支配の喪失に伴って認識した利益186百万円を、要約中間連結損益計算書

上、その他の収益に計上しております。

 
 

当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

（取得による企業結合）

(1) 被取得企業の名称及び説明

被取得企業の名称：みん就株式会社

被取得企業の事業の内容：新卒採用企業向け広告事業及び、人材会社向け送客事業

 
(2) 取得日

2024年４月１日

 
(3) 取得した議決権付資本持分の割合

取得日直前に所有していた議決権比率 0.0 ％

取得日に追加取得した議決権比率 100 ％

取得後の議決権比率 100 ％
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(4) 企業結合の主な理由

楽天グループみん就事業を取得することで、新卒採用支援市場のtoC（エンドユーザー）向けプロダクトで圧

倒的なポジションを獲得することができ、現在の求人サイト型のビジネスモデルが寡占状態となっている新卒

採用支援市場において第三極として、求職者と企業との情報の非対称性の解消を推進すること、また、当社事

業拡大のための補完やシナジー効果が大きく期待できると考えたためであります。

 
(5) 被取得企業の支配を獲得した方法

株式取得

 
(6) 取得対価、取得資産及び引受負債の公正価値

2024年４月１日現在

 (単位：百万円)

取得対価の公正価値 2,281

取得資産及び引受負債の公正価値  

流動資産 125

非流動資産 －

資産合計 125

流動負債 72

非流動負債 －

負債合計 72

取得資産及び引受負債の公正価値(純額) 53

のれん 2,227
 

取得対価は、支配獲得日における公正価値を基礎として、取得した資産に配分しております。

取得した資産及び負債の公正価値は、第三者によるデュー・デリジェンスを通じて精査した財務・財産の状

況及び企業価値等を総合的に勘案のうえ、算定しております。

のれんの主な内容は、将来の超過収益力の合理的な見積りのうち、個別の資産として認識されなかったもの

であります。認識されたのれんは税法上、損金算入できないものであります。なお、のれんの金額は、当中間

連結会計期間において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

 
(7) 企業結合により認識した無形資産の耐用年数

現時点では確定しておりません。

 
(8) 取得した債権の公正価値

営業債権及びその他の債権の公正価値は概ね帳簿価額と同額であります。

 
(9) 要約中間連結損益計算書に認識されている取得日以降の被取得企業の売上収益及び中間利益

売上収益 436百万円

中間利益 108百万円
 

 
(10) 取得日が当中間連結会計期間の期首であったとした場合の結合後企業の当中間連結会計期間における売上収

益及び中間利益

売上収益 436百万円

中間利益 108百万円
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（子会社の売却）

(1) 支配喪失の概要

当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ドアーズの全株式をニ

フティライフスタイル株式会社に売却することを決議しました。当該決議に基づき同日付で株式譲渡契約を締

結し、2024年５月31日付で同社の株式を譲渡いたしました。

 
(2) 支配喪失日現在の資産及び負債の主な内訳

 (単位：百万円)

 金額

支配喪失時の資産の内訳  

流動資産 508

非流動資産 37

資産合計 546

流動負債 129

非流動負債 －

負債合計 129
 

 
(3) 支配喪失に伴うキャッシュ・フロー

 (単位：百万円)

 金額

現金による受取対価 1,750

支配喪失時の資産のうち、現金及び現金同等物 375

子会社の売却による収入 1,374
 

 
(4) 当該子会社の概要

ドアーズに対する支配の喪失に伴って認識した利益25百万円を、要約中間連結損益計算書上、非継続事業か

らの中間利益に計上しております。

 

EDINET提出書類

ポート株式会社(E34537)

半期報告書

24/35



 

７．売上収益

(1) 収益の分解

当社グループは、単一セグメントの成約支援事業を展開しております。顧客との契約から認識した収益の分解

は、以下のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間

(自　2023年４月１日　
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

①　人材領域 2,570 3,776

②　エネルギー領域 2,580 4,186

③　新規・その他 1,829 1,954

合計 6,979 9,917
 

 

①　人材領域

人材支援サービスでは、主に、就職活動を中心に全ての人のキャリア選択に役立つ、国内最大級の就活ノウハ

ウ情報サイト「キャリアパーク！」の運営等を行っております。

（i）アライアンスサービス

アライアンスサービスにおいては、契約に基づき、主として、「キャリアパーク！」等のメディアにおいて

顧客の広告を掲載し、ユーザーを顧客へ送客することによって顧客が定める成果条件を達成する義務を負って

おります。当該履行義務は、ユーザーが顧客への資料請求やユーザー登録、申込み等の一定の行為に至り、そ

の成果が顧客に承認された時点で充足すると判断し、当該時点で収益を認識しております。収益を認識後、概

ね１ヵ月以内に支払いを受けております。

（ⅱ）人材紹介サービス

人材紹介サービスにおいては、契約に基づき個々の採用の成立に関するサービスの提供を行う義務を負って

おります。当該履行義務は、個々の紹介者の内定承諾時点で充足すると判断し、同時点で収益を認識しており

ます。収益を認識後、概ね１ヵ月以内に支払いを受けております。なお、紹介者が契約に定める一定の期間内

に内定辞退する場合には、対価の一部を顧客に返金することが定められていることから、当該返金相当額を返

金負債として認識し、契約に定められた対価から返金負債を控除した金額に基づき、収益を計上しておりま

す。返金に係る負債の見積りは、過去の返金実績等に基づいた期待値法により行い、収益は重大な戻入れが生

じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しております。

 

②　エネルギー領域

エネルギー領域では、主に新電力に関するマッチングDXメディアである「エネチョイス」「引越手続き.com」

の運営等を行っております。

当領域における送客サービスにおいては、契約に基づき、主として、電力等の切替のニーズがあり、顧客の定

める成果条件を満たすユーザーを送客する義務を負っております。当該履行義務は、ユーザーを顧客へ取り次い

だ時点（顧客データベースへの登録等）で充足すると判断し、同時点で収益を認識しております。収益を認識

後、概ね３ヵ月以内に支払いを受けております。

なお、事後的な取次の否認等の対価の変動を含む取引契約については、契約に定められた対価から変動対価を

控除した金額に基づき、収益を認識しております。事後的な否認等の変動対価の見積りは、過去の事後的な否認

等に基づいた期待値法により行い、収益は重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識しており

ます。
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③　新規・その他

新規・その他では、主に、カードローンに関するプロの解説とみんなの口コミが集まるカードローン情報サイ

ト「マネット」の運営等及び新規事業開発を行っております。

当領域における送客サービスにおいては、契約に基づき、主として、マネット等のメディアにおいて顧客の

広告を掲載し、ユーザーを顧客へ送客することによって顧客が定める成果条件を達成する義務を負っておりま

す。当該履行義務は、ユーザーが顧客への申込み等の一定の行為に至り、その成果が顧客に承認された時点で

充足すると判断し、当該時点で収益を認識しております。収益を認識後、概ね１ヵ月以内に支払いを受けてお

ります。

 
(2) 契約残高

顧客との契約から生じた債権、契約負債の残高は、以下のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

顧客からの契約から生じた債権   

売掛金 2,970 2,294

契約負債 27 78
 

 

要約中間連結財政状態計算書において、顧客との契約から生じた債権のうち、売掛金は営業債権及びその他の

債権に含まれております。前連結会計年度末および当中間連結会計期間に認識された収益について、期首時点で

契約負債に含まれていた金額はそれぞれ40百万円および27百万円であります。契約負債は、主に採用支援サービ

スにおいて顧客から受け取った前受対価に関連するものであります。

 
(3) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価

格に含まれていない重要な金額はありません。

 
(4) 顧客との契約の獲得または履行コストについて認識した資産

①　内訳

顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産の内訳は、以下のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

契約獲得のためのコスト 412 1,009
 

 

当社グループにおいて資産計上されている契約獲得のための増分コストは、主に顧客獲得時に発生する代理

店等への手数料や成果報酬型の広告宣伝費であります。当該コストは、対応する顧客からの収益の発生が継続

すると予想される期間にわたって、定額法で償却しております。

 
②　償却及び減損損失

顧客との契約の獲得又は履行のためのコストから認識した資産について認識した償却及び減損損失は、以下の

とおりであります。

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自 2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至　2024年９月30日)

償却 0 54

減損損失 － －
 

EDINET提出書類

ポート株式会社(E34537)

半期報告書

26/35



 

８．１株当たり利益

基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり中間利益の算定基礎は以下のとおりであります。

   

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

基本的１株当たり中間利益及び希薄化後１株当たり
中間利益の計算に使用する中間利益(百万円)

  

親会社の所有者に帰属する中間利益 798 960

親会社の普通株主に帰属しない中間利益 － －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する中間利益 798 960

継続事業 704 951

非継続事業 93 8

中間利益調整額 － －

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する中間利益 798 960

継続事業 704 951

非継続事業 93 8

期中平均普通株式数(株) 11,595,132 13,213,891

普通株式増加数   

新株予約権(株) 537,638 330,161

希薄化後の期中平均株式(株) 12,132,770 13,544,052

基本的１株当たり中間利益(円)   

継続事業 60.80 72.02

非継続事業 8.07 0.67

基本的１株当たり中間利益 68.87 72.69

希薄化後１株当たり中間利益(円)   

継続事業 58.11 70.27

非継続事業 7.71 0.65

希薄化後１株当たり中間利益 65.81 70.92
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９．金融商品

(1) 公正価値の測定方法

当社グループの主な金融資産及び金融負債の公正価値の測定方法は、次のとおりであります。

(ⅰ) 現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

これらは短期間で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正

価値とみなしております。

(ⅱ) その他の金融資産

敷金は、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の利回りで割り引いた現在価値により測定しており

ます。

上場株式は、期末日の取引所の価格によって測定しております。

非上場株式は、将来キャッシュ・フロー、将来収益性及び純資産等に基づいた適切な評価モデルにより測定し

ております。

上記以外のその他の金融資産は、主に短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額を公正価値としております。

(ⅲ) 社債及び借入金

借入金は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。なお、短期間で決済される借入金については、公正価値は帳簿価額と近似していることから、

帳簿価額を公正価値とみなしております。

社債は、将来キャッシュ・フローを新規に同様の社債発行又は借入契約を実行した場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により測定しております。

(ⅳ) その他の金融負債

その他の金融負債は、主に短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当

該帳簿価額を公正価値としております。

 
(2) 金融商品の帳簿価額及び公正価値

要約中間連結財政状態計算書上、公正価値で測定されていない金融商品の帳簿価額と公正価値は次のとおりであ

ります。

なお、借入金を除く帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品（現金及び現金同等物、営業債

権及びその他の債権、敷金以外のその他の金融資産、営業債務及びその他の債務、割賦未払金以外のその他の金融

負債）は含めておりません。

経常的に公正価値で測定する金融商品についても、公正価値と帳簿価額が一致することから含めておりません。

  (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する
金融資産

    

その他の金融資産     

敷金 277 276 361 357

     

償却原価で測定する
金融負債

    

社債及び借入金     

社債 486 488 386 386

借入金 4,835 4,810 6,366 6,284
 

(注) 上記の金融商品の公正価値ヒエラルキーは、全てレベル２であります。
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(3) 金融商品の公正価値ヒエラルキー

当初認識後に経常的に公正価値で測定する金融商品は、測定に使用したインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、公正価値ヒエラルキーを以下の３つのレベルに分類しております。

 
レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における市場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正価値

レベル３：観察可能でないインプットを用いて測定した公正価値

 
公正価値の測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値の測定の全体において最も低いレベ

ルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定しております。

公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各報告期間の末日ごとに判断しております。

なお、前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、レベル間における振替はありません。また、非経常的

に公正価値で測定している金融資産及び金融負債はありません。

 
前連結会計年度（2024年３月31日）

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産      

その他の金融資産      
その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性金
融資産

     

株式 828 33 － 795 828

純損益を通じて
公正価値で測定する
金融資産

     

出資金 316 － － 316 316
 

 
当中間連結会計期間（2024年９月30日）

    (単位：百万円)

 帳簿価額
公正価値

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産      

その他の金融資産      
その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性金
融資産

     

株式 1,208 413 － 795 1,208

純損益を通じて
公正価値で測定する
金融資産

     

出資金 314 － － 314 314
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(4) レベル３に分類した金融商品

①　レベル３に分類した金融商品の調整表

公正価値ヒエラルキーレベル３に分類した経常的な公正価値測定について、期首残高から中間期末残高への調

整表は、以下のとおりであります。これらの金融商品については適切な権限者に承認された公正価値測定の評価

方針及び手続に従い、担当部署が対象金融商品の評価方法を決定し、公正価値を測定しております。公正価値の

測定結果については適切な責任者が承認しております。

 
前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

  (単位：百万円)

 

その他の包括利益を
通じて公正価値で

測定する資本性金融資産

純損益を通じて
公正価値で測定する

金融負債

非上場株式
企業結合による
条件付対価

期首残高 178 －

利得及び損失合計：   

純損益(注)１ － －

その他の包括利益(注)２ － －

包括利益 － －

購入 141 －

売却 △28 －

発行 － －

償還又は決済 － －

中間期末残高 291 －
 

(注) １．要約中間連結損益計算書における「金融収益」に含まれております。

２．要約中間連結包括利益計算書における「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産」に

表示しております。

 
当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

  (単位：百万円)

 

その他の包括利益を
通じて公正価値で

測定する資本性金融資産

純損益を通じて
公正価値で測定する

金融資産

非上場株式 出資金

期首残高 795 316

利得及び損失合計：   

純損益(注)１ － △1

その他の包括利益(注)２ － －

包括利益 － △1

購入 － －

売却 － －

発行 － －

償還又は決済 － －

中間期末残高 795 314
 

(注) １．要約中間連結損益計算書における「金融収益」に含まれております。

２．要約中間連結包括利益計算書における「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産」に

表示しております。
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②　重要な観察可能でないインプット

該当事項はありません。

 
③　観察可能でないインプットにおける感応度分析

レベル３に分類した金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更し

た場合に重要な公正価値の増減は見込まれておりません。

 
10．非継続事業

(1）非継続事業の概要

当社は、2024年５月31日付で、当社の連結子会社である株式会社ドアーズの全株式をニフティライフスタイル株

式会社に譲渡いたしました。

そのため、当中間連結会計期間における株式会社ドアーズの事業に関連する損益及びキャッシュ・フローを、非

継続事業として分類するとともに、前中間連結会計期間についても修正再表示し、当該非継続事業を区分して表示

しております。

 

(2）非継続事業の損益

（単位：百万円）
 

 

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

 
当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

非継続事業の損益    
収益 536  227
費用 403  171
非継続事業からの税引前中間利益 132  56
法人所得税費用 △39  △47

非継続事業からの中間利益 93  8
 

（注）当中間連結会計期間において、株式会社ドアーズの全株式を譲渡したことによる売却益25百万円が含まれてい

ます。

 

(3）非継続事業からのキャッシュ・フロー

（単位：百万円）
 

 

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

 
当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

非継続事業からのキャッシュ・フロー    

営業活動によるキャッシュ・フロー 34  11

投資活動によるキャッシュ・フロー △7  △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △129  △201
合計 △101  △197

 

 

11．後発事象

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ポート株式会社(E34537)

半期報告書

33/35



独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月13日

ポート株式会社

取締役会  御中

　

監査法人アヴァンティア

東京事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木　村　直　人  

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 金　井　政　直  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているポート株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中

間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期

中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、ポート株式会社

及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績並びに中間連

結会計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独

立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
その他の事項

会社の2024年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に

係る要約四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レ

ビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該要約四半期連結財務諸表に対して2023年11月13日付けで無限

定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2024年６月18日付けで無限定適正意見を表明している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中

間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号

「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

・ 要約中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

 
以　上

 
　

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

ポート株式会社(E34537)

半期報告書

35/35


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１要約中間連結財務諸表
	(1)要約中間連結財政状態計算書
	(2)要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書
	要約中間連結損益計算書
	要約中間連結包括利益計算書

	(3)要約中間連結持分変動計算書
	(4)要約中間連結キャッシュ・フロー計算書
	要約中間連結財務諸表注記


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

